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行為担当官により競争参加資格があると確
認された旨の通知書の写しを提出するこ
と。また、入札書を提出する者が代理人の
場合は委任状を添えて提出すること。ＦＡ
Ｘによる入札は認めない。
〒8608527 熊本県熊本市西区春日２
10１熊本地方合同庁舎Ａ棟 九州農政局
総務部会計課契約係 用皆 直子 電話
0962119111 内線4080
 開札 平成29年３月７日午前９時30分
九州農政局入札室 紙入札により入札書を
提出した者は開札に立ち会うものとする。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法 平成29年２月20日から平
成29年３月６日（行政機関の休日は除く。）ま
での毎日、午前９時30分から午後４時30分ま
でに持参、郵送（書留郵便に限る。提出期限
内必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに
限る。提出期限内必着。）により提出すること。
ただし、提出期間の最終日については午前
12時まで。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行熊本支店）。ただし、利付国債の提
供（保管有価証券の取扱店 日本銀行熊本
支店）又は金融機関の保証（取扱官庁 九
州農政局）をもって入札保証金の納付に代
えることができる。また、入札保証保険契
約の締結を行い又は金融機関若しくは保証
事業会社（公共工事の前払金保証事業に関
する法律（昭和27年法律第184号）第２条
第４項に規定する保証事業会社をいう。以
下同じ。）の契約保証の予約を受けた場合
は、入札保証金を免除する。
 契約保証金 納付（納付額 請負代金額
の10分の３以上。保管金の取扱店 日本銀
行熊本支店）。ただし、利付国債の提供（保
管有価証券の取扱店 日本銀行熊本支店）
又は金融機関若しくは保証事業会社の保証
（取扱官庁 九州農政局）をもって契約保
証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し又
は履行保証保険契約の締結を行った場合に
は、契約保証金の納付を免除する。

 工事費内訳書の提出
 電子入札参加者及び紙入札参加者は、第
１回目の入札に際し、第１回目の入札書に
記載された金額に対応した工事費内訳書を
提出すること。
 紙入札参加者は、第１回目の入札に際し、
第１回目の入札書に記載された金額に対応
した工事費内訳書（競争参加資格確認通知
後、様式を配付）を紙媒体（会社名、代表
者印が必要）と電子ファイルで提出するも
のとする。
 工事費内訳書の作成にあたっての算定基
礎資料の提出を求めることがある。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の入札、申請書又は資料等に虚偽の
記載をした者の入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法
 入札参加者の「評価値」の最も高い者を
落札者とする。
なお、落札の条件は、次のとおりとする。
ア 入札価格が、予決令第79条の規定に基
づいて作成された予定価格の制限の範囲
内であること。
イ 技術提案が発注者の予定している最低
限の要求要件を下回らないこと。また、
「評価値」が、標準点を予定価格で除し
た数値（「基準評価値」）を下回らないこ
と。ただし、落札者となるべき者の「評
価値」によっては、その者により当該契
約の内容に適合した履行がなされないお
それがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって、
著しく不適当であると認められるとき
は、入札価格が予定価格の制限の範囲内
である者かつ適切な「評価値」と考えら
れる入札をした者のうちから、「評価値」
の最も高い者を落札者とすることがあ
る。

 上記において、評価値の最も高い者が
２者以上ある場合は、当該者にくじを引か
せて落札者を決定する。
 落札者となるべき者の入札価格が予決令
第85条に基づく調査基準価格を下回る場合
は、予決令第86条の調査（以下「低入札価
格調査」という。）を行うものとする。

 配置予定監理技術者等の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定監理技術
者等の専任制違反の事実が確認された場合、
契約を結ばないことがある。なお、種々の状
況からやむを得ないものとして承認された場
合の他は、配置予定監理技術者等の変更は認
められない。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により契約を締結する予定の有無 有。
なお、随意契約となった場合、今回提案さ
れた技術提案の内容を後工事に継承する場合
がある。
なお、後工事を随意契約することとなった
場合、本工事の契約時に提出される請負代金
内訳書に記載された単価等と本工事の積算に
用いた単価等を比較し低い方の単価を後工事
の積算で使用する。
 技術資料のヒアリングの有無 無。
 契約後ＶＥ方式の対象工事 契約締結後、
受注者は、設計図書に定める工事目的物の機
能、性能等を低下させることなく請負代金を
低減することを可能とする施工方法等に係る
設計図書の変更について、発注者に提案する
ことができる。提案が適正と認められた場合
には、設計図書を変更し、必要があると認め
られた場合には請負代金額の変更を行うもの
とする。詳細については特別仕様書等による。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４のに同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２のに掲げる一般競争参加資
格の認定を受けていない者も上記４の及び
上記４のにより申請書及び確認資料を提出
することができるが、競争に参加するために
は、開札時において、当該資格の確認を受け、
かつ競争参加資格の認定を受けていなければ
ならない。
 低入札価格調査を受けた者との契約にかか
る前金払の金額は、請負代金額の10分の２以
内とする。
 違約金については、別途配布する工事請負
契約書（案）による。

 電子入札について
 手続き当初から電子入札方式によりがた
い場合は、事前に発注者の承諾を得て従来
の紙入札方式で行うことができる。（農林水
産省電子入札運用基準標準例に示す別紙様
式１に記載の上提出すること。）
 電子入札方式による手続き開始後に、紙
入札方式への途中変更は原則として行わな
いものとするが、入札参加者側にやむを得
ない事情が生じた場合には発注者の承諾を
得て紙入札方式に変更することができる。
（農林水産省電子入札運用基準標準例に示
す別紙様式３に記載の上提出すること。）
 電子入札方式に障害等やむを得ない事情
が生じた場合には、紙入札方式に変更する
ことがある。

 農林水産省の発注事務に関する綱紀保持を
目的として、農林水産省発注者綱紀保持規程
（平成19年農林水産省訓令第22号）が制定さ
れました。この規程に基づき、第三者から不
当な働きかけを受けた場合は、その事実を
ホームページで公表することなどの綱紀保持
対策を実施する。
詳しくは、当省のホームページ
http://www.maff.go.jp/j/supply/sonota/pdf/

260403_jigyousya.pdfをご覧下さい。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yasuo Kanamaru Direc‑

tor General of Kyushu Regional Agricultur‑

al Administration Office

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of selective discharge facilities at

Tenjin Dam in the Oyodogawa ugan Na‑

tional Irrigation project

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 30 P.M., 23 January, 2017

 Time limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 A.M.,

6 March, 2017, in case of submission by do‑

cument : 12 : 00 A.M., 6 March, 2017, in case

of submission by mail : 5 : 00 P.M., 3 March,

2017
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